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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第115期

第２四半期連結
累計期間

第116期
第２四半期連結
累計期間

第115期
第２四半期連結
会計期間

第116期
第２四半期連結
会計期間

第115期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 33,262 41,150 17,688 22,271 71,398

経常利益 (百万円) 2,059 2,885 1,200 1,943 4,874

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 934 △540 555 989 2,151

純資産額 (百万円) ― ― 64,290 63,456 65,352

総資産額 (百万円) ― ― 87,467 87,481 89,288

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,170.421,166.841,189.99

１株当たり四半期
(当期)純利益金額
又は四半期純損失
金額(△)

(円) 18.29 △10.60 10.86 19.43 42.11

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 68.4 67.3 68.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,199 2,640 ― ― 10,548

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,604 △641 ― ― △15,698

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △582 △794 ― ― 383

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 14,604 13,955 12,785

従業員数 (名) ― ― 2,307 2,306 2,302

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第115期の潜在株式調整後１株当たり純利益金額及び第115期第２四半期連結累計期間、第115期連結会計期　

　　間、第116期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が　

　　ないため記載しておりません。

　　第116期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、１株当たり四半期　　

　　純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 2,306

(注) 　従業員は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 1,199

(注) 　従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

プレス関連製品事業 9,854 ─

定温物流関連事業 6,683 ─

その他 1,493 ─

合計 18,031 ─

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

プレス関連製品事業 12,738 ─ 8,417 ─

定温物流関連事業 6,935 ─ 2,427 ─

その他 1,539 ─ 519 ─

合計 21,212 ─ 11,363 ─

(注) 　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

プレス関連製品事業 12,738 ─

定温物流関連事業 7,881 ─

その他 1,652 ─

合計 22,271 ─

(注) １　主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車㈱ 5,150 29.12 5,872 26.37

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

　ありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、主要な取引先である自動車業

界におきまして、９月のエコカー補助金の終了に向け、販売、生産ともに回復基調にありました。また、冷

凍車部門、空調機器部門におきましても、設備投資の水準は持ち直しつつ推移いたしました。しかし、全般

的には、個人消費をはじめ内需は引き続き低い水準にあり、また急速な円高の進行など、今後の先行きが

懸念される状況が続いております。

　こうしたなか、当社グループの業績は、売上高222億７千１百万円、前年同期比45億８千３百万円の増収

（25.9%増）、営業利益19億８千７百万円、前年同期比６億２千万円の増益（45.3％増）、経常利益19億４

千３百万円、前年同期比７億４千３百万円の増益（61.8%増）となりました。四半期純利益につきまして

は９億８千９百万円、前年同期比４億３千４百万円の増益（78.2%増）となりました。　

　
　

セグメントの業績につきましては次のとおりであります。

＜プレス関連製品事業＞

　自動車関連部門におきましては、国内、北米ともに自動車生産は、前年同期に比べ大幅に改善したことか

ら、プレス関連製品事業全体での売上高は、127億３千８百万円となりました。営業利益（セグメント利

益）は、主に北米におきまして売上の増加にともない増益としましたが、国内では新規立ち上がり車種用

の金型償却費の増加により13億８千６百万円となりました。

 

＜定温物流関連事業＞

　冷凍車部門におきましては、補助金への大型車の駆け込み需要、宅配便向け車両の受注などにより、売上

・台数ともに前年同期に比べ改善いたしました。また、冷凍車輸送部門におきましても、新規顧客の受注

により、売上を伸ばしたことから、定温物流関連事業全体では、売上高は、78億８千１百万円となりまし

た。営業利益は、原価低減や販管費の削減に取り組んだものの、市場での価格競争は厳しく、受注価格が下

落したことから４億８千３百万円となりました。

 

＜その他＞

　空調機器部門におきましては、住宅着工戸数や設備投資などに改善の動きが見られ、住宅用換気システ

ム、送風機などの受注が前年同期に比べ持ち直したことから、その他の事業全体での売上高は16億５千２

百万円、営業利益は、１億１千７百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、流動資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛

金が増加したことから、462億８千５百万円となりました。固定資産は、機械装置及び運搬具、工具器具及

び備品の償却が進んだことから有形固定資産が減少しました。また、投資その他の資産において、保有す

る有価証券の評価額の含み益の縮小により投資有価証券が減少したことから、411億９千６百万円となり

ました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ18億７百万円減少

の874億８千１万円となりました。

 

負債につきましては、流動負債は、売上の増加にともなう仕入債務が増加したことから、193億７千７百

万円となりました。固定負債では、主に保有する有価証券に係る評価差額が減少したことにより、46億４

千７百万円となりました。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ９千万円増加の240億２千５百万円となりました。

 

　純資産につきましては、利益剰余金が、移転価格税制に係る過年度法人税等の影響により減少し、また保

有する有価証券の評価額の含み益の縮小によりその他有価証券評価差額金も減少したことなどより、前

連結会計年度末に比べ18億９千６百万円減少の634億５千６百万円となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比較して、２

億４千万円減少の139億５千５百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。

　
 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、９億６千５百万円の増加（前年同期は33億６千３百万円の増

加）となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益16億１千４百万円、非資金取引である減

価償却費19億９千２百万円、仕入債務の増加11億３千８百万円であります。主な減少要因は、売上債権の

増加23億６百万円、法人税等の支払額20億９千７百万円であります。

　
 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、７億５千１百万円の減少（前年同期は36億６千４百万円の減

少）となりました。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出７億１千６百万円であります。

　
 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、４億３千３百万円の減少（前年同期は２億２千１百万円の減

少）となりました。主な減少要因は自己株式の取得による支出４億９百万円、長期借入金の返済による支

出１億５千３百万円であります。主な増加要因は、長期借入金の借入による収入２億円であります。

　
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間におきまして、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億５千９百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

  ①重要な設備の新設、除却等

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
　

  ②重要な設備計画の完了

第１四半期連結会計期間末に計画した設備の新設のうち、当第２四半期連結会計期間において完了し

たものは以下のとおりであります。
　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
投資総額
（百万円）

資金調達方法 着手年月 完了年月
完成後の
増加能力

提出
会社

相模原事業所
(神奈川県相模原市
中央区)
広島事業所
(広島県東広島市) 

プレス関連製
品事業 

自動車プレス
部品用金型新
設 

305自己資金
平成22年
６月

平成22年
９月

同程度

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 81,240,000

計 81,240,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,021,82454,021,824
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 54,021,82454,021,824― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 54,021,824 ― 5,610 ― 4,705
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８―11 4,324 8.01

東プレ株式会社 東京都中央区日本橋３丁目12―２ 3,597 6.66

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２―１ 2,543 4.71

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 2,542 4.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 2,346 4.34

石　井　直　子 東京都目黒区 1,951 3.61

相川同族株式会社 東京都中央区日本橋３丁目12―２ 1,439 2.67

石　井　恭　平 東京都目黒区 1,418 2.62

東プレ取引先持株会
理事長　桂木丈夫

東京都中央区日本橋３丁目12―２ 1,383 2.56

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18―24 1,335 2.47

計 ― 22,882 42.36

(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　　　　4,324千株

住友生命保険相互会社は、上記のほかに住友生命保険相互会社(変額)として117千株及び住友生命保険相互会

社(特別勘定)として78千株所有しています。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式3,597,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
50,355,100

503,551 ―

単元未満株式
普通株式
68,924

― ―

発行済株式総数 54,021,824― ―

総株主の議決権 ― 503,551 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東プレ株式会社

東京都中央区日本橋
３-12-２

3,597,800 ― 3,597,8006.66

計 ― 3,597,800 ― 3,597,8006.66

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 816 765 729 659 632 637

最低(円) 729 608 615 610 531 585

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年　７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年　９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月

30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,727 7,956

受取手形及び売掛金 19,588 17,791

有価証券 5,985 7,329

商品及び製品 768 467

仕掛品 2,042 2,107

原材料及び貯蔵品 1,275 1,153

その他 6,898 7,758

貸倒引当金 △1 △14

流動資産合計 46,285 44,551

固定資産

有形固定資産 ※1
 27,587

※1
 30,032

無形固定資産 135 136

投資その他の資産

投資有価証券 11,868 12,832

その他 1,664 1,794

貸倒引当金 △58 △59

投資その他の資産合計 13,473 14,567

固定資産合計 41,196 44,736

資産合計 87,481 89,288

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,014 12,893

短期借入金 30 30

1年内返済予定の長期借入金 390 313

未払法人税等 688 1,433

賞与引当金 1,083 1,012

役員賞与引当金 42 77

製品保証引当金 195 174

その他 2,932 2,840

流動負債合計 19,377 18,775
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 1,488 1,523

長期未払金 925 961

ＰＣＢ処理引当金 42 38

資産除去債務 53 －

その他 2,137 2,636

固定負債合計 4,647 5,159

負債合計 24,025 23,935

純資産の部

株主資本

資本金 5,610 5,610

資本剰余金 4,840 4,840

利益剰余金 50,751 51,648

自己株式 △2,253 △1,843

株主資本合計 58,949 60,256

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,046 1,715

為替換算調整勘定 △1,159 △1,166

評価・換算差額等合計 △112 549

少数株主持分 4,620 4,547

純資産合計 63,456 65,352

負債純資産合計 87,481 89,288
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 33,262 41,150

売上原価 27,303 34,126

売上総利益 5,959 7,023

販売費及び一般管理費 ※1
 3,802

※1
 4,077

営業利益 2,156 2,945

営業外収益

受取利息 88 87

受取配当金 98 88

固定資産賃貸料 57 53

保険配当金 86 63

その他 84 121

営業外収益合計 415 414

営業外費用

支払利息 5 14

固定資産賃貸費用 10 9

為替差損 495 414

その他 0 35

営業外費用合計 512 474

経常利益 2,059 2,885

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 12

投資有価証券売却益 7 8

固定資産売却益 9 8

その他 3 3

特別利益合計 20 32

特別損失

固定資産除却損 27 23

減損損失 4 0

投資有価証券評価損 67 231

ＰＣＢ処理引当金繰入額 － 4

その他 0 95

特別損失合計 99 355

税金等調整前四半期純利益 1,980 2,561

法人税、住民税及び事業税 850 917

過年度法人税等 － ※2
 2,097

法人税等調整額 37 △50

法人税等合計 887 2,965

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △403

少数株主利益 158 137

四半期純利益又は四半期純損失（△） 934 △540
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 17,688 22,271

売上原価 14,400 18,189

売上総利益 3,287 4,082

販売費及び一般管理費 ※1
 1,920

※1
 2,094

営業利益 1,367 1,987

営業外収益

受取利息 53 59

受取配当金 8 11

固定資産賃貸料 31 26

保険配当金 85 63

その他 27 61

営業外収益合計 206 222

営業外費用

支払利息 5 11

固定資産賃貸費用 5 5

為替差損 361 220

その他 0 30

営業外費用合計 372 267

経常利益 1,200 1,943

特別利益

投資有価証券売却益 7 7

固定資産売却益 2 4

その他 3 3

特別利益合計 13 15

特別損失

固定資産除却損 20 21

投資有価証券評価損 9 226

和解金 － 70

その他 0 25

特別損失合計 29 344

税金等調整前四半期純利益 1,184 1,614

法人税、住民税及び事業税 745 656

過年度法人税等 － 6

法人税等調整額 △216 △121

法人税等合計 529 542

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,072

少数株主利益 100 83

四半期純利益 555 989
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,980 2,561

減価償却費 2,656 3,889

賞与引当金の増減額（△は減少） △142 71

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △29 △35

製品保証引当金の増減額（△は減少） △6 21

前払年金費用の増減額（△は増加） 236 139

受取利息 △88 △87

受取配当金 △98 △88

支払利息 5 14

為替差損益（△は益） 441 381

有価証券売却損益（△は益） － 2

投資有価証券売却損益（△は益） △7 17

投資有価証券評価損益（△は益） 67 231

固定資産売却損益（△は益） △9 △8

固定資産除却損 27 23

売上債権の増減額（△は増加） △1,226 △1,944

たな卸資産の増減額（△は増加） 285 △394

仕入債務の増減額（△は減少） 2,072 1,147

その他 △976 66

小計 5,189 6,009

利息及び配当金の受取額 138 127

利息の支払額 △11 △13

法人税等の支払額 △117 △3,483

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,199 2,640

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,596 －

定期預金の払戻による収入 － 98

有価証券の取得による支出 － △1,097

有価証券の売却による収入 98 2,395

有形固定資産の取得による支出 △6,222 △1,660

投資有価証券の取得による支出 △538 △1,213

投資有価証券の売却及び償還による収入 658 817

信託受益権の取得による支出 △100 △300

信託受益権の償還による収入 － 300

貸付けによる支出 △15 △29

貸付金の回収による収入 38 45

その他 73 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,604 △641
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △30 △30

短期借入れによる収入 30 30

長期借入金の返済による支出 △156 △156

長期借入れによる収入 － 200

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △17 △20

自己株式の取得による支出 △1 △409

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △356 △357

少数株主への配当金の支払額 △50 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー △582 △794

現金及び現金同等物に係る換算差額 67 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,918 1,170

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 96 －

現金及び現金同等物の期首残高 17,426 12,785

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 14,604

※1
 13,955
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日  至　平成22年９月30日)

1　「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ11百万円減

少しております。また、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は53百万円であります。

　
　

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日  至　平成22年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。
 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日 至　平成22年９月30日)

　　　該当事項はありません。 

　

EDINET提出書類

東プレ株式会社(E01382)

四半期報告書

18/32



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

89,343百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

86,480百万円

  ２ 保証債務

　　 　下記の会社の仕入債務に対し債務保証を行って

　　　おります。 

      　Eagle Wings Industries,Inc.        3百万円 

 

　

　２ 偶発債務 

　　(１)保証債務

下記の会社の仕入債務に対し債務保証を行って

おります。

Eagle Wings Industries,Inc.4百万円

　　(２)その他

当社は、平成18年３月期から平成21年３月期まで

の４連結会計年度について、東京国税局による移転

価格税制に係る調査を受けております。調査は現在

継続中であり、現時点においては、当社の財政状態

及び経営成績に対する影響を合理的に見積もるこ

とは困難であることから、当該事象による影響を当

連結会計年度の連結財務諸表には反映させており

ません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

　　のとおりであります。

　 　

　　従業員給料手当 1,106百万円

　　荷造運搬費 590百万円

─────

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

　　のとおりであります。

　 　

　　従業員給料手当 1,102百万円

　　荷造運搬費 724百万円

※２　過年度法人税等は、当社と在外連結子会社との間の

平成18年３月期から平成21年３月期までの４年間の取引

に関する移転価格税制に基づく更正通知を受領したこと

によるものであります。

　なお、当社は当局に対し更正処分の取り消しを求め異議

申し立てを行うと同時に、二重課税を解消するため日米

税務当局間の相互協議の申し立てを行う予定です。
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

　　のとおりであります。

　 　

　　従業員給料手当 549百万円

　　荷造運搬費 311百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

　　のとおりであります。

　 　

　　従業員給料手当 549百万円

　　荷造運搬費 384百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,663百万円

有価証券
金銭債権信託受益権

4,983  〃
5,500  〃

計 19,147百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,403  〃

償還期間が３か月を超える
有価証券等

△1,139  〃

現金及び現金同等物 14,604百万円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,727百万円

有価証券
金銭債権信託受益権

5,985  〃
4,200  〃

計 19,913百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,406  〃

償還期間が３か月を超える 
有価証券等

△2,551  〃

現金及び現金同等物 13,955百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期連結会計期間末

株式数(千株)

普通株式 54,021

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期連結会計期間末

株式数(千株)

普通株式 3,597

　
　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 356 利益剰余金 7.00平成22年３月31日 平成22年６月28日

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月29日
取締役会

普通株式 352 利益剰余金 7.00平成22年９月30日 平成22年12月３日
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
プレス関連 
製品事業
(百万円)

非プレス関連
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,750 8,938 17,688 ― 17,688

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

159 532 691 （691） ―

計 8,909 9,470 18,380（691） 17,688

営業利益 680 686 1,367 （―） 1,367

(注)１　事業区分の方法

　　当社は事業区分を、製品の種類・性質の類似性を考慮し、プレス関連製品の事業と非プレス関連製品の事　

　業とにセグメンテーションしております。

　　２　各事業区分の主要製品

事業区分 売上区分 主要製品

プレス関連
製品事業

プレス製品 　

　自動車関連 自動車用プレス部品

　非自動車 事務機器用部品他

金型他
プレス用金型

樹脂金型・治具

非プレス関連
製品事業

冷凍車等・空調機器

冷凍コンテナー・冷凍装置

バブコン・送風機・クリーンルーム用機器

住宅用換気システム

その他

運送事業、表面処理事業

キーボード

カードリーダー・伝票用プリンター

センサー・タッチパネル
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前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
プレス関連　
製品事業
(百万円)

非プレス関連
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

16,699 16,563 33,262 ― 33,262

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

241 961 1,203（1,203） ―

計 16,941 17,525 34,466（1,203） 33,262

営業利益 1,221 935 2,156 （―） 2,156

(注)１　事業区分の方法

　　当社は事業区分を、製品の種類・性質の類似性を考慮し、プレス関連製品の事業と非プレス関連製品の事　

　業とにセグメンテーションしております。

　　２　各事業区分の主要製品

事業区分 売上区分 主要製品

プレス関連
製品事業

プレス製品 　

　自動車関連 自動車用プレス部品

　非自動車 事務機器用部品他

金型他
プレス用金型

樹脂金型・治具

非プレス関連
製品事業

冷凍車等・空調機器

冷凍コンテナー・冷凍装置

バブコン・送風機・クリーンルーム用機器

住宅用換気システム

その他

運送事業、表面処理事業

キーボード

カードリーダー・伝票用プリンター

センサー・タッチパネル
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

　北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

15,962 1,726 17,688 ― 17,688

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

260 ― 260 （260） ―

計 16,222 1,726 17,948（260） 17,688

営業利益 1,363 4 1,367 （―） 1,367

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２　本邦以外の地域に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

 　　北米・・・米国

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

　北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

29,582 3,680 33,262 ― 33,262

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

352 ― 352 （352） ―

計 29,935 3,680 33,615（352） 33,262

営業利益 2,030 126 2,156 （―） 2,156

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２　本邦以外の地域に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

 　　北米・・・米国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 北米 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,726 1,726

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― 17,688

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

9.7 9.7

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　地域の内訳は次の通りであります。

 　　北米・・・米国

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 北米 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 3,680 3,680

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― 33,262

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

11.0 11.0

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　地域の内訳は次の通りであります。

 　　北米・・・米国
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は、事業部を基礎とした製品、サービス別セグメントから構成されており、これらの事業セグ

メントを、製品及びサービスの内容、経済的特徴の類似性を考慮したうえで集約し、「プレス関連製品事

業」及び「定温物流関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「プレス関連製品事業」は、自動車用プレス部品、事務機器用部品、プレス用金型他の製造販売、及びこれ

らに付帯する業務を行っております。

「定温物流関連事業」は、トータル定温物流に関する冷凍コンテナー、冷凍装置、冷凍・冷蔵庫、定温物流

センター等の製造、販売、施工、及び関連事業を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注1)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

プレス関連
製品事業

定温物流
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 23,60214,53738,1403,00941,150 － 41,150

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

117 3 120 281 402 △402 －

計 23,71914,54138,2613,29141,552△402 41,150

セグメント利益 2,131 666 2,798 146 2,945 － 2,945

(注1)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事業等

を含んでおります。

(注2)　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注1)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

プレス関連
製品事業

定温物流
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 12,7387,88120,6191,65222,271 － 22,271

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

60 2 62 158 221 △221 －

計 12,7987,88320,6811,81022,492△221 22,271

セグメント利益 1,386 483 1,869 117 1,987 － 1,987

(注1)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事業等

を含んでおります。

(注2)　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

(資産除去債務関係)

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年9月30日）

 　貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有して

  おりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定

  されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務

　に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 1,166.84円
　

　 1,189.99円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 18.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額 10.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １　前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載

しておりません。

２　当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 934 △540

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 934 △540

普通株式の期中平均株式数(千株) 51,098 51,006

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 19.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　     

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 555 989

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 555 989

普通株式の期中平均株式数(千株) 51,098 50,915

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　第116期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年10月29

　日開催の取締役会において、平成22年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

　おり中間配当を行うことを決議いたしました。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 　352百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　７円00銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成22年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月10日

東プレ株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠　　藤　　　　　了　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　野 辺 地　　　　　勉　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　浩　　巳　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東プレ

株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年7

月1日から平成21年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東プレ株式会社及び連結子会社の平成21年9月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績

並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

東プレ株式会社(E01382)

四半期報告書

31/32



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月29日

東プレ株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    遠　  藤　　  　  了    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    野 辺 地　　      勉    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤　  本　  浩　  巳    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東プレ

株式会社の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成22年7

月1日から平成22年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東プレ株式会社及び連結子会社の平成22年9月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績

並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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